
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和元年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 夢職人

1 事業の成果

平成 30年度以前から実施している 3つの事業を実施した。令和 2年に入ってからの新型コロナウイ

ルス感染症拡大のため、多くの事業を中止せざるを得なかったが、当法人としては初めてのオンライン

を用いた代替事業を実施した。次年度以降もオンラインを用いた事業や感染症対策を講じた上で実施す

る事業、また、社会・経済状況が大きく変わつている中で、変化を柔軟に捉えていく事業、それぞれ、

今後の必要性を感 じる事業年度になった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 16,814 】千円)

15,723

社会教育に関

する企画・運

営及びそれを

支援する事業

足款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

野外教育活

動、スポー

ツ 。レクリエ

ーション活

動、文化 。芸

術活動におけ

る日帰 リプロ

グラム及び宿

泊プログラム

の企画・運営

令和元年
11月 2～4日
11月 17日
12月 15日
12月 22日

12月 26～ 28日

令和 2年
1月 19日
1月 26日

2´月 22^ウ 24日
3月 27日
8月 20日
8月 21日
9月 13日

9月 26日
9月 27日
10月 24日

10月 31～ 11月 1日

関東近郊 245人

関東近郊

在住の

小学生・

中学生

及び

その

保護者

332人

オンラインを

用いた体験プ

ログラム

令和 2年
5月 3日
5月 4日
5月 5日

5月 23日
6月 6日
6月 20日
7月 25日

当法人

事務局
69人

全国の

乳幼児を

含む

一般市民

126家庭

地域の小学校

と連携 した土

曜 日に行われ

る学習支援

令和元年
11月 9日

令和 2年
2月 15日

江東区立

第五大島

小学校

18人

江東区立

第五大島

小学校の

児童

281人



プレーパーク

(冒 険遊び場

づくり)の企

画・運営

令和元年

11月 9日
12月 14日

令和 2年
1月 11日

2月 8日

都立

木場公園
42人

全国の

乳幼児を

含む

一般市民

1,247人

首都圏在住の

子 どものため

に自然が豊富

にある地域で

の体験活動を

促進するプロ

グラムの支援

通年 全国各地 3人

首都圏

在住の

小学生・

中学生

36人

ひとり親世帯

の子どもたち

の活動支援

令和元年
12月 21日

東京都内 5人

首都圏

在住の

ひとり親

世帯の保

護者・

子ども

125人

経済的な困難

を抱える子ど

もたちの教育

格差の解決の

ための支援

通年
当法人

事務局
3人

全国の

一般市民
多数

令和元年台風

15号によつ

て被災した体

験活動場所の

復旧支援

令和元年
11月 3日
11月 10日
11月 20日

令和 2年
2月 15日
2月 27日

千葉県

南房総市
15人

千葉県

南房総

地域の

一般市民

多数

社会教育に関

する人材の交

流及び育成を

図る事業

子どもや青少

年と関わるう

えで必要な技

術を習得する

ための勉強会

令和元年

11月 24日

令和 2年
2月 1～2日

関東近郊 8人
全国の

一般市民
35ノ、

624

江東区のクロ
スセクターに
よる課題解決
プロジェク ト

通年 江東区内 1人
全国の

一般市民
多数

社会教育を推

進す るために

必要な普及啓

発及び調査研

究事業

子どもや青少
年に関する社
会 課 題 や 教
育・福祉等に
ついての情報
メディアの企
画・運営

通年
当法人

事務局
2人

全国の

一般市民
多数 467



社会教育を推

進するために

必要な旅行業

に基づ く旅行

業者代理業

野 外 教 育 活
動 、 ス ポ ー

ツ・ レクリエ

ー シ ョ ン 活
動、文化・芸
術活動におけ
る日帰 リプロ

グラム及び宿
泊プログラム
の企画・運営

実施なし ｎ

〉

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【  0  】千円)

足 訳
_,
C

事

に記載
れた
業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和元年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業が生登場合)

定 腱人法 人

金  " 小 計・ 合 計

400,000
252,000
811,200

1.471,200

2,792,579
2,792.579

社会教育に関する企画・運営及びそれを支援する事業収益
社会教育に関する人材の交流及び育成を図る事業収益
社会教育を推進するために必要な普及啓発及び調査研究事業収益
社会教育を推進するために必要な旅行業法に基づく旅行業者代理業収益

4

受取寄附金

受取補助金
取

正会員受取会費
贅助会員受取会費
活動会員受取会費

受取利息
雑収益

11,797,537

1,118,610

235,306
0

13.151.453

49

4,047,330

4.047.379

21.462_6::

5,686.419
80,116

850.608

14,228

6.601.3711

( 2) の

2

1)

給料手当
外注費
法定福利費
福利厚生費

業務委託費
印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
地代家賃
保険料
租税公課
研修費
支払手数料
広告宣伝費

給料手当
役員報酬
法定福利費
福利厚生費

旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
地代家賃
保険料
租税公課
支払手数料

2,084,896
185,600

118,170

4,875,032
462,894

294.411

120,840

1,188,000

356,554

380,900
1,260

43,419
70.898

10,182.874

16.014.245

623,976
3,719,880

601,793
8,750

4.954.399

61,637
10,140

9,718

13,425

132,000

15,600

2,380
3,992

248.〔Ю2

5.203.291

22.017.53(
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書式第 15号 (法第 28条関係)

令和元年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 夢職人

金  籠 ′]ヽ 計 ・ i彗計

その

200,000

A
1

2

の

敷金

(1)

(2)

3

現金預金
仮払金

8,841,120
369,300

9,210,420

9,210.420

2(Ю,000

2(n ⅨЮ

【A】 資 産 合 計 ①+② 9,410,420

2

+

1

B-1

未払金
前受金

預 り金
未払法人税等
未払消費税

509,541
4,000,000

6,240
70,000

310,500

4,896.281

.896.281

、896.281

5,069,064

-2

味財産

の

正

-554,925

.514_139

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 9,4iO.420



令和元年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 夢職人

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)

によっています。

(1)固 定資産の減価償却の方法

法人税法の規定に基づいて定率法で償却しています。但し、取得金額が20万円未満の資産については
法人税法に規定する一括償却の方法により償却しています。

(2)消費税等の会計処理

税込経理方式で処理しています。

2. 事業別損益の状況

(単位 :円 )

科 目
企画運営事

業
人材育成事

業
普及啓発事

業
旅行業代理業 事業部門計

法人全体又
は管理部門

合計

I 経常収益

1.受取会費
2.受取寄附金

3.受取助成金等
4.事業収益

5.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1)人件費

給料手当

役員報酬

外注費

法定福利費

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

業務委託費

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

水道光熱費

地代家賃

保険料

租税公課

研修費

支払手数料
広告宣伝費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

0
0

0
11,797,537

0

0
0

0
1,118,610

0
235,

0
0

0
306

0

0
0
0

0
0

0
0

0
13,151,453

0

1,471,200
2,792,579

0
0

4,047,379

1,471,200

2,792,579

0
13,151,453
4,047,379

11,797,537 1,118,610 235,306 0 13,151,453 8,311,158 21,462,611

5,117,779

0
80,116

765,630
12,805

284,320

0
0

42,486

711

284,320

0
0

42,492
712

0
0

0
0
0

5,686,419

0

80,116

850,608
14,228

623,976
3,719,880

0
601,793

8,750

6,310,395

3,719,880

80,116

1,452,401
22,978

5,976,330 327,517 327,524 ｎ

） 6,631,371 4,954,399 11,585,770

2,024,896

185,600

113,370

4,740,760

437,754

294,261

108,756

1,069,200

343,684

342,840

1,260

13,631

70,898

60,000

0
4,800

133,958

6,528

75
6,041

59,400

6,435

19,030

0
420

0

0

0
0

314
18,612

75
6,043

59,400

6,435

19,030

0
29,368

0

0

0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0

0

2,084,896

185,600

118,170

4,875,032

462,894
294,411

120,840

1,188,000

356,554
380,900

1,260

43,419

70.898

3,992

0

0
0
0

61,637

10,140

9,718

13,425

132,000

15,600

2,380

2,084,896

185,600

118,170

4,936,669

473,034

304,129

134,265

1,320,000

372,154

383,280
1,260

47,411

70,898

9,746,910 296,687 139,277 ＾
Ｕ 10,182,874 248,892 10,431,766

15,723,240 624,204 466,801 ｎ

） 16,814,245 5,203,291 22,017,536

▲ 3,925,703 494,406 ▲ 231,495 ＾
Ｕ ▲ 3,662,792 3,107,867 ▲ 554,925



科 日 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

200,000 ｎ

）

ｎ

） 200,000 200,000
200,000 ｈ

Ｕ

投資その他の資産

敷金

合計 ｎ

） 200,000 200,000

4

3. 固定資産の増減内訳

(単位 :円 )

使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は4,514,139円 ですが、年度末 日時点で使途が特定されている寄附はありません。

借入金の増減内訳

借入金はありません。

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必
要な事項

事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、法定福利費、福利厚生費、水道光熱費、地代家
賃、保険料、租税公課については従事割合に基づき案分しています。

5

6

7

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

222,760 ｎ

〉 222,760 ｎ

〉

222.760 ｎ

〉 222_760 〈
Ｕ

・令和元年台風15号

によつて被災した体
験活動場所の復旧作
業の支援

合計

科 目
計算書類に
計上された

内役員及び
近親者との

1,471,200

2,792,579

13,151,453

4,047,379

132,000

112,000

17,600

0
21,462,611 261,600

該当なし該当なし

(活動計算書)

受取会費

受取寄付金

事業収益

その他収益

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和元年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 夢職人

金  額 小   計 合  1計

0

3,957,733
663,623
219,764

4,000,000

8,841,120
9,210.420

2
形

形

の の

2

事務所
敷金

3

現
肛心

仮払金
消費税前納分 369,300

369,300

9.210.420
200.ⅨЮ

200,000
200,000

2∞ .ⅨЮ

2(Ю■ Ю

【A】 資 産 合 計 ①+② 9,410.420

509,541
4,896.281

272,860
228,240

8,441

4,000,000
4,000,000

6,240
6,240

70,000
70,000未

2

1

-1

租税公課
人

未払金

1富雰曇場曇書量』曇[量
事業費

前受金
令和2年度助成金

未払消費税
租税公課

預り金
法定福利費

310,500
310,500

4.896.281

ｎ

）

4,896.281【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 4.514.139

t ヨ



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和元年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事葉年度における颯酬の有無を配載した名簿)

特定非営利活動法人 夢職

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

´

ン

以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

l
監 事

イフキリ ジュン

岩切 準

令和元年 11月 1日

令和2年 10月 31日

令和元年 11月 1日

令和2年 10月 31日

2 事理事・ = 
aI-? 3-, 令和元年 11月 1日

令和2年 10月 31日横山 優

3
監 事理 事

n<F =*= 令和元年 11月 1日

令和2年 10月 31日山田 友紀子

4
ホンダ ユウイチ 令和元年 11月 1日

令和2年 10月 31日本多 雄一

5 監事
サイ トウ サトコ 令和元年 11月 24日

令和2年 10月 31日齊藤 聡子

6 理 事
ケイノ マコ 令和元年 11月 1日

令和2年 10月 31日慶野 誠

7 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事

年・ 月   日

年 月 日

年  月  日

年 月 日

9 理事・監事

年 月

月

日

日年

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

理事



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人__菫壁人

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 岩切 準

2 横山 優

3 山田 友紀子

4 齊藤 聡子

5 和田 健太郎

6 大嶺 麻衣子

7 大塚 昇

8 大堀 詩織

9 門倉 麻莉

10 小田 清香

11 若山 詩織

12 松尾 祐輔


